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はじめに

新型コロナウイルスの感染拡大は一向
に静まる気配を見せない。こうした中に
あって緊急事態法制をめぐる議論の動き
も出ている。自民党の憲法改正推進本部
は緊急事態宣言発令直後の4月10日に
会合を開き感染拡大の対応策を協議した。
自民党が2018年3月に提起した憲法改
正4項目の一つである「緊急事態条項」
明記を含む改憲論議促進に向けた訴えと
も言える。
また、今回、急遽整備された「改正新

型インフルエンザ等対策特別措置法」に
ついても、この法律による遊興施設等の
休業要請が「自粛要請型」であり、要
請・指示に従わないケースも生じている
ことを踏まえ、西村新型コロナウイルス
対策担当大臣は「罰則を伴う仕組みの導
入を検討せざるを得ない」と発言した。
安倍総理も野党からの「休業要請に違反
した場合には罰則を盛り込むべき」との
質問に対し、「今の法制で収束困難であ
れば新たな対応も考えなければならない」
と述べ、再度の法改正に踏み込む姿勢を
見せた。この特措法も緊急事態法制の一
つと考えれば、自粛要請をベースとする
日本型の緊急事態対応に一石を投じる動
きとも評価できよう。
一般に緊急事態法制とは、「外部から

の武力攻撃、大規模なテロ、大規模な自
然災害等の場合について、平常時の憲法
の例外規定を置くもの」と定義される。
本コメンタリーでは緊急事態法制に焦点
を当て、立憲主義のもとで、今回の新型
コロナウイルス対応を含め、緊急時に政
治権力の発動や基本的人権の制約を法制
上どのように取り扱うべきかについて言
及したい。あわせて、今後の緊急事態法
制の議論を見据えて、改めて、憲法との
関係や現在の緊急事態関連法制の概要、
諸外国の法制などに触れつつ若干の思考
整理を試みるものである。なお、本稿の

記載内容は執筆時点（2020年5月1日）
のものである。

憲法と緊急事態法制

日本国憲法においては、緊急事態法制
に関する条項（緊急事態条項）は設けら
れていない。関連規定としては、衆議院
解散時に国政上重要な問題が生じた場合、
参議院に国会の権能を代行させる参議院
の緊急集会が挙げられる。
緊急事態法制との関係で混同される概

念として「国家緊急権」がある。これは
戦争や内乱、恐慌、大規模な自然災害な
どの非常事態に、国家の存立を維持する
ため国家権力が立憲的な憲法秩序を一時
停止して非常措置をとる権限と言われて
いる。例えば明治憲法下の戒厳や非常大
権による基本的人権の停止措置がこれに
当たる。
国家緊急権は、現憲法下では否定され

ており、憲法制定時の議会答弁では、「国
民の権利を十分擁護し、政府権限の強化は
避けるべきであり、非常事態を口実に憲
法が破壊される恐れもある。臨時国会や
参議院の緊急集会、平素の法令整備で対
応することが適当である」旨の見解が述
べられた（金森徳次郎国務大臣、1946
年7月）。
他方、現憲法下にあっても、緊急事態

時に公共の福祉の必要性から基本的人権
に制約を与えることは認められている
（人権停止ではなく）。そして、それが
平時における制約に比較してより制限的
な制約であっても立憲主義の枠組みのも
とで容認されることを否定する政府見解
はこれまでも見られない。では、現憲法
下でなぜ緊急事態条項が規定されなかっ
たかの理由については、憲法制定時に総
司令部（ＧＨＱ）側の反発があった旨の
記録が残されている。
その後設置された憲法調査会では

（1957年～1964年）、非常事態条項
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を憲法上設けるべきかが検討課題とされ、
非常事態時に何らかの対処措置が必要で
あることでは合意されたが、憲法上規定
するかでは意見が分かれた。多数意見は
憲法上明記すべきと主張し、むしろその
方が非常時における権限濫用を防止でき
るとの見解を示した。
その後も緊急事態条項については議論

が重ねられ、憲法改正肯定の立場からは、
①いかなる事態を想定するか、②内閣総
理大臣による緊急事態宣言の手続き、③
緊急命令など内閣総理大臣への権限集中
の在り方、④国会の関与の在り方、⑤い
かなる人権をどの程度制限するか、⑥緊
急事態時における国会議員の任期延長な
どが論点として提示された。
他方、憲法改正慎重の立場からは、憲

法上明記するには及ばず、法令上の整備
で対応が可能であるとの意見や、国家緊
急権に繋がるとの警戒論もあり、今日に
至っても意見の集約は図られていない。
このため、これまで緊急事態時の対応は
個別の法律を制定することによって措置
されてきた。

緊急事態関連法の整備

憲法上、緊急事態条項を明記するか否
かについて、国政上（現在は衆参憲法審
査会）議論が集約されない中にあって、
日本では自然災害や外部からの武力攻撃、
大規模テロなどの緊急事態に対しては
個別の緊急事態関連法を整備すること
によって対処してきた。
具体例を挙げれば、例えば、災害緊急

時における災害対策基本法に基づく緊急
事態の布告や罰金を伴う国民活動の制約
（物資保管命令、業務従事命令など）、
自衛隊の防衛出動時における有事法制に
基づく物資の収用や土地使用、大規模テ
ロなど争乱時における警察法に基づく指
揮命令系統の内閣総理大臣への集中など
がある（主な関連法の概要については次
表を参照）。
これら個別の関連法に基づく緊急事態

対処時のメリットは、法の適用対象とな
る事態を限定し、それぞれの分野に適し
た対応措置を効果的に運用し得る枠組み
を設定できる点が挙げられる。特に災害

緊急事態関連法 想定される事態 対応措置 国民の権利の制約 

災害対策基本法 

災害救助法 

災害緊急事態 

災害、豪雨、地震等の異常

な自然災害、大規模な火

事、爆発等 

緊急事態の布告 

対策本部の設置 

生活必需物資の統制、物価

等の統制など 

・物資保管命令、物資収

用、業務従事命令、立入

検査 

 

 

 武力攻撃事態対処法、

国民保護法などの有事

法制 

武力攻撃事態 

外部からの武力攻撃が発

生した事態など 

対処基本方針の決定 

防衛出動の下令 

下令前の防御施設の構築 

住民の避難措置 

防衛出動時における物資

収用、避難住民救援のた

めの物資保管命令など 

警察法（71条・74条） 大規模な災害、争乱等の緊

急事態 

緊急事態の布告 

指揮命令系統の内閣総理

大臣への集中 

別段なし 

新型インフルエンザ等対

策特別措置法 

新型インフルエンザ等緊

急事態 

緊急事態宣言の発令 

対策本部の設置 

予防接種の実施、臨時の医

療施設の開設 

 

外出自粛要請 

興行場・催物等の制限等の

要請・指示 

医薬品等の売渡し要請 

（いずれも罰則なし） 

 

＜主な緊急事態関連法の概要一覧＞
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上で、諸外国の制度について概観してみた
い。英米法系の国々では、憲法上、平時と
緊急事態との区別はなく、大規模な災害や
騒乱などの緊急時にはマーシャル・ロー
（言わば不文の非常事態制度）を適用し行
政府に一時的に権限の集中を図ることとし
ている。米国憲法では緊急事態条項は明記
されてはいないが、この考え方の下で緊急
事態時の人身保護令状の停止や大統領によ
る連邦議会招集権限が定められている。
また、米国では1976年に「国家非常事

態法」が制定され、大統領はこの法律に基
づき国家非常事態宣言を発令し、数多く整
備されている関連法（災害、公衆衛生、軍
事施設の建設、敵国の資産凍結など多岐の
分野に及ぶ）で定める大統領権限を行使で
きる。トランプ大統領はこの法律に基づき
3月に非常事態宣言を出し検査や治療体制
の拡充等に最大500億ドルの連邦予算を措
置した（市民への強制力を伴う自宅待機命
令などは州政府の権限で実施）。
他方、大陸法系の国々は憲法上詳細な緊

急事態条項を定めており、フランス憲法で
は、大統領の緊急措置権と戒厳宣告権を明
記し、あわせて「緊急事態法」を制定して
いる。前者は大統領に対し全面的に国家権
力を単独行使する権能を認めている。言わ
ば非常大権の性格を持つものであり、1961
年の仏領アルジェリア（当時）の紛争対処
の際に発動されたのが唯一の例である。緊
急事態法は、人・車両の通行規制、立入禁
止区域の設定、居住区域の指定など大幅な
権利制限を認めている。なお、今回マクロ
ン大統領による新型コロナウイルス感染防
止のための移動制限措置に伴う罰則は個別
法（衛生緊急事態法）により措置されてい
るようである。

緊急事態法制は必要か？

以上縷々述べてきたが、最後に筆者の私
見を述べてみたい。現在、新型コロナウイ
ルスの感染状況は勢いを衰える様子はなく、
「医療崩壊」も現実化するなど予断を許さ
ない状況にある。まずは、感染拡大の収束
が第一の眼目であり、緊急事態法制をめぐ
る議論を提起するにせよ、その後の課題と
ならざるを得ない。
とは言え、現時点においても、自粛要請

型による日本の緊急事態対応には限界があ

対処については、これまで夥しい数の被
害を経験し、常時危険に晒されている日
本にとっては、災害対策関連法による従
来の知見を踏まえた適時適切な対策が期
待できよう。
他方、個別法による対応は対処療法的

となる傾向も否定できず、経験した脅威
には上手く対応できる一方で、3.11時の
放射能汚染や今回の新型コロナウイルス
感染症といった未知の脅威に対しては初
動対応までの時間を要し対策が後手に回
る懸念もある。
以上を踏まえれば、結果的には緊急事

態の対応は、想定される事態毎に法律を
制定し措置される必要はあるものの、緊
急事態に関する一般条項を事前に準備す
ることには少なからずのメリットも指摘
できよう（一般条項を憲法上明記するか
緊急事態に係る一般法を整備するかその
手法はともかく）。
一般条項が事前に策定されることによ

り、日頃からより幅広に緊急事態の可能
性を想定し、その準備体制を構想する機
会が得られる。例えば、今回の新型コロナ
ウイルス感染症については改正前の「新型
インフルエンザ等対策特別措置法」の対象
となるか否かで論争が生じ、適用を否定
する政府側の意向に沿った形で改正手続
きが行われたが、これが初動対応に遅れ
が生じた一因ともなった。事前に感染症
脅威を幅広に想定していればより柔軟な
対応も可能であったかも知れない。
また、個別の関連法だけで対処する場

合にあっては担当省庁別に対策が講じら
れる懸念も生まれるが、一般条項が策定
されている場合には省庁横断による最適
な組織編成を指向できる。
そして特に見逃すことのできない点と

して、一般条項を設けることを通じて、
戦後の日本が避けてきた課題である、政
治権力の発動と国民の人権の制約との在
り方、すなわち政府は緊急時にどこまで
行政権限を集中することができ、その際
に国民のいかなる人権をどこまで制約し
得るかといった課題を正面から議論する
契機ともなることを指摘したい。

諸外国の緊急事態法制の現状

日本の緊急事態法制の在り方を考える
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るようにも見える。そもそも「新型イン
フルエンザ等対策特別措置法」制定時の
国会審議では、不要不急の外出自粛や興
行場等の施設制限の要請は感染症発生初
期などの1～2週間程度を目安に実施すこ
とが想定され、それ故に公的補償は規定
せず社会的受忍限度内のものと説明され
た。
しかし、既に緊急事態宣言発令から一

月弱を過ぎその延長も検討され、今後も
自粛や補償のないまま休業要請を続ける
ことは、換言すれば、「世間の目」を通
じた人権制約であり、立憲主義の視点か
ら見て健全な社会と言えるか疑問である。
かつて、2006年5月に国民保護法な

ど有事関連法制の衆議院可決時に、当時
の野党（民主党）の意向を受け、自民、

民主及び公明3会派で合意された骨子案
を基に「緊急事態基本法」を次期通常国
会で成立を図ることが合意された経緯が
ある。骨子案では緊急時における基本的
人権の尊重と制約、国会の関与の在り方、
緊急時の内閣総理大臣の権限、効果的な
実施体制などの条項が盛り込まれた。こ
れら条項を憲法上明記するか、又は一般
法で規定するかはともかく、戦後、見過
ごしてきた課題、つまり緊急時における
政治権力の発動と人権の制約の在り方に
ついて、いよいよ正面から取り組むべき
時機が到来したことを、今回の新型コロ
ナウイルス問題が警告を与えているよう
にも思える。
（文責：筆者）
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